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１．研究動機・研究目的 

文部科学省が発表した第２期スポーツ基本計画の中で、女性のスポーツ活躍促進のため

の項目について、女性のスポーツ実施率は男性に比べて低く、中学生女子の約 20％が「ス

ポーツが嫌い」、「やや嫌い」と答えるなど運動習慣の二極化が見られたことを重要な問題と

して捉えている。さらに、20 代〜40 代の女性のスポーツ実施率が特に低いことなどから、

「する」「見る」「支える」スポーツへの参加を促進する環境の調整や、「スポーツを通じた

女性の活躍促進」が重要であるとされている。 

これらのことを踏まえ、目良（2018）は Sport Englandで行われた調査やパーソナリティ

分類が日本においても応用できることを明らかとし、永井（2019）は分類された７つのパー

ソナリティの特徴を示し、それぞれのパーソナリティに合ったアプローチ方法の検討を行

った。しかし、これらの研究では、対象となる学校が男女共学であり、男女別学という環境

で育つ生徒においては未だ調査がなされていない。 

本研究の目的は目良（2018）や永井（2019）などの研究方法等を援用し、女子中学校・高

等学校という特殊な環境下にある学生を対象としてパーソナリティ分類を同様に行うこと

であった。さらに、パーソナリティ分類と並行し、永井（2019）で述べられた各パーソナリ

ティの特徴から適切なアプローチ方法に関する質問項目を作成、先行研究であげられたア

プローチ方法が有用であるかを検討することであった。 

 

２．研究方法 

 本研究では、目良(2018)、永井(2019)で行われた Google Form上にて質問紙調査を同様に

実施した。さらに、パーソナリティ分類と並行し、永井（2019）で述べられている各パーソ

ナリティの特徴から、適切なアプローチについての質問項目を作成し、前述の質問紙調査に

追加の質問項目として記載し、実施した。 

本調査の調査期間は、2019 年７月の 1 ヶ月間であった。体育または保健の授業の際に担

当教員により調査を行った。 

調査対象者は、東京都の K 学院の中学校 1 年生から高校 3 年生までの女子生徒であり、

調査人数は 246名であった。 

分析は、永井（2019）の分析方法をもとに IBM SPSS Statics Version 21を用いて、MANOVA

を行った。 

 

３．主な結果と考察 

パーソナリティ分類の結果、クラスター１は５名（2.0％）、クラスター２は１名（0.4％）、

クラスター３は 137名（55.7％）、クラスター４は５名（2.0％）、クラスター５は 24名（9.8％）、



 

クラスター６は 48名（19.5％）、クラスター７は 26名（10.6％）であった。各クラスター

における態度因子については、【家族への影響】と【判断の恐怖】を除く６つの項目におい

て有意な差が認められた。さらに、クラスター４は半数もの態度因子において高い値を示し

たことに対し、クラスター２はほとんどの態度因子において低い値を示した。 

次に、各クラスターにおけるアプローチに関する質問項目については、23項目中 14項目

において有意な差が認められた。さらに、クラスター４が 12項目において高い値を示した

ことに対し、クラスター２は 10項目において低い値を示した。アプローチの対象とその有

意性についての検討では、１つの質問項目（８-13）でのみ想定内の結果が見られ、その他

の質問項目では差異が生じていることが明らかとなった。 

 本研究では３つの仮説を立てて研究を行った。仮説１は「女子校に所属する生徒のスポー

ツ・身体活動参加への参加率や関与スコアは低いのではないか」では、クラスター３、クラ

スター４においてはスポーツへの関与スコアの差異は見られなかったが、その他のクラス

ターにおいては差異が認められた。クラスター２においては、対象人数が１であることから

信頼性が確立できておらず、さらに、クラスター５においても、仮説の内容とは異なり関与

スコアが高い値であった。したがって、仮説１は棄却された。次に、仮説２「女子中学校・

高等学校という特殊な環境下で過ごす生徒のパーソナリティ分類であるため、永井（2019）

の研究とはクラスターの分散が異なるのではないか」では、先行研究で示されたものとはグ

ループサイズが全く異なっていた。したがって、仮説２は支持された。仮説１、２について

は、これまで日本が行ってきた教育や女子を取り巻く文化に背景があると考えられた。最後

に、仮説３「各パーソナリティに対する適切なアプローチ方法の検討ができるのではないか」

では、想定とは異なる結果であり、棄却された。仮説３については、質問内容が曖昧であり

該当するパーソナリティの範囲が拡大してしまったことなどの問題が考えられる。 

 

４．結論 

本研究で行った女子中学校・高等学校という環境下にある生徒のパーソナリティ調査か

ら、男女別学の学校におけるパーソナリティ分類においては先行研究との差異が認められ

た。しかし、今後は他校でも調査を行い、対象者を増やすことが必要である。そして、各パ

ーソナリティに対するアプローチ方法の検討については、質問内容が適切でない（曖昧であ

るなど）ために、それぞれの項目について該当するパーソナリティが多く、各パーソナリテ

ィに特化したアプローチ方法の解明や検討が困難であった。したがって、今後はより精度の

高い質問項目を作成することや、インタビュー調査など様々な角度からアプローチについ

て検討する必要がある。さらに、実際にアプローチ・指導を行うなどの調査も行う必要があ

る。 
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